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（注）本表の自己株式（平成13年3月末：さくら銀行4,595百万円、住友銀行14,144百万円、平成14年3月末：17,475百万円、以下同順）は、連結貸借
対照表上の自己株式（42百万円、4百万円、283百万円）に子会社の所有する親会社株式（4,552百万円、14,140百万円、17,191百万円）を加えたも
のであります。

自己資本比率

項目 平成13年3月末 平成14年 平成15年
さくら銀行 住友銀行 3月末 3月末

資本金 1,042,706 752,848 1,326,746 559,985
うち非累積的永久優先株 402,577 250,500 650,500 /

新株式払込金 — — — —
資本準備金 899,521 643,080 1,326,758 /
うち非累積的永久優先株 402,577 250,500 650,500 /

連結剰余金 196,060 308,724 438,008 /
資本剰余金 / / / 1,298,511
利益剰余金 / / / 258,690
連結子会社の少数株主持分 383,921 606,147 984,088 1,025,217
うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 283,750 563,020 863,600 840,110

その他有価証券の評価差損（△） / / 304,837 21,559
自己株式払込金 / / / —
自己株式（△） 4,595 14,144 17,475 —
為替換算調整勘定 △20,939 △32,171 △15,174 △54,419
営業権相当額（△） 224 — 228 74
連結調整勘定相当額（△） — 6,224 18,518 —

計 （Ａ） 2,496,449 2,258,261 3,719,366 3,066,351

その他有価証券の連結貸借対照表計上額の
合計額から帳簿価額の合計額を控除した
額の45％相当額 / / — —
土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価額の差額の45％相当額 46,670 122,193 82,931 71,699
一般貸倒引当金 163,151 232,707 929,461 1,149,150
負債性資本調達手段等 1,141,806 1,653,197 2,577,490 2,150,334

計 1,351,627 2,008,098 3,589,883 3,371,184
うち自己資本への算入額 （Ｂ） 1,351,627 1,995,364 3,504,772 2,887,170

短期劣後債務 — — — —
うち自己資本への算入額 （Ｃ） — — — —

控除項目 （Ｄ） 13,752 103,632 163,331 25,684

（A）+（B）+（C）-（D） （Ｅ） 3,834,324 4,149,993 7,060,807 5,927,837

資産（オン・バランス）項目 31,812,599 34,609,029 62,532,180 53,313,337
オフ・バランス取引項目 1,924,737 3,096,291 4,803,181 3,523,317
信用リスク・アセットの額 （Ｆ） 33,737,336 37,705,321 67,335,362 56,836,654
マーケット・リスク相当額に係る額（（H）/8％）（Ｇ） 154,078 219,900 212,650 221,156
(参考)マーケット･リスク相当額 （Ｈ） 12,326 17,592 17,012 17,692

計　 （（F）＋（G）） （Ｉ） 33,891,414 37,925,221 67,548,012 57,057,811

連結自己資本比率(国際統一基準)＝（E）/（ I ）×100 11.31% 10.94% 10.45% 10.38%

■連結自己資本比率（国際統一基準）

（金額単位　百万円）

基本的項目

補完的項目

自己資本比率は、銀行法第14条の2の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成5年大蔵省告示第55号）に定められた算式に基づき、連結ベース
と単体ベースの双方について算出しております。なお、当行は、国際統一基準を適用のうえ、マーケット・リスク規制を導入しております。

当行は平成15年3月期より、自己資本比率の算定に関し、｢自己資本比率の算定に関する外部監査を｢金融機関の内部管理体制に対する外部監査に関する実務
指針｣に基づき実施する場合の当面の取扱い｣（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第30号）に基づき、朝日監査法人による外部監査を受けております。
なお、当該外部監査は、連結財務諸表の会計監査の一部ではなく、自己資本比率の算定に係る内部統制に対する合意された調査手続業務として、当行あてそ
の結果を報告されたものであります。これにより、外部監査人が自己資本比率そのものについて意見を表明するものではありません。
平成14年3月末は、旧わかしお銀行を連結子会社とする旧三井住友銀行の計数を表示しております。

準補完的項目

控除項目

自己資本額
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■単体自己資本比率（国際統一基準）

（金額単位　百万円）

（注）その他の剰余金は資本準備金減少差益であります。

項目 平成13年3月末 平成14年 平成15年

さくら銀行 住友銀行 3月末 3月末

資本金 1,042,706 752,848 1,326,746 559,985
うち非累積的永久優先株 402,577 250,500 650,500 /

新株式払込金 — — — —
資本準備金 899,521 643,080 1,326,758 879,693
うち非累積的永久優先株 402,577 250,500 650,500 /

その他資本剰余金 / / / 357,614
利益準備金 131,261 110,159 — —
任意積立金 56,028 165,532 221,548 221,540
次期繰越利益 109,027 67,299 122,955 191,507
その他の剰余金 / / 357,614 /
その他 285,575 567,059 869,793 738,878
その他有価証券の評価差損（△） / / 297,950 17,864
自己株式払込金 / / / —
自己株式（△） 42 4 283 —
営業権相当額（△） — — — —

計 （Ａ） 2,524,077 2,305,975 3,927,183 2,931,354

その他有価証券の貸借対照表計上額の
合計額から帳簿価額の合計額を控除
した額の45％相当額 / / — —
土地の再評価額と再評価の直前の
帳簿価額の差額の45％相当額 31,596 121,230 73,568 64,438
一般貸倒引当金 142,826 224,953 872,338 1,113,235
負債性資本調達手段等 1,111,006 1,651,808 2,544,424 2,126,658

計 1,285,429 1,997,991 3,490,330 3,304,332
うち自己資本への算入額 （Ｂ） 1,285,429 1,997,991 3,409,200 2,771,778

短期劣後債務 — — — —
うち自己資本への算入額 （Ｃ） — — — —

控除項目 （Ｄ） 16,999 58,766 55,349 55,378

（A）+（B）+（C）-（D） （Ｅ） 3,792,507 4,245,199 7,281,033 5,647,753

資産（オン・バランス）項目 29,547,565 32,166,297 57,965,018 50,297,673
オフ・バランス取引項目 2,157,620 3,654,538 5,192,299 3,322,458
信用リスク・アセットの額 （Ｆ） 31,705,185 35,820,835 63,157,317 53,620,132
マーケット・リスク相当額に係る額（（H）/8％） （Ｇ） 135,433 125,350 139,300 187,014
(参考)マーケット･リスク相当額 （Ｈ） 10,834 10,028 11,144 14,961

計　　（（F）＋（G）） （Ｉ） 31,840,619 35,946,185 63,296,617 53,807,146

単体自己資本比率(国際統一基準)＝（E）/（ I）×100 11.91% 11.80% 11.50% 10.49%

基本的項目

補完的項目

準補完的項目

控除項目

自己資本額

リスク・
アセット等

当行は平成15年3月期より、自己資本比率の算定に関し、｢自己資本比率の算定に関する外部監査を｢金融機関の内部管理体制に対する外部監査に関する実務
指針｣に基づき実施する場合の当面の取扱い｣（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第30号）に基づき、朝日監査法人による外部監査を受けております。
なお、当該外部監査は、財務諸表の会計監査の一部ではなく、自己資本比率の算定に係る内部統制に対する合意された調査手続業務として、当行あてその結
果を報告されたものであります。これにより、外部監査人が自己資本比率そのものについて意見を表明するものではありません。
平成14年3月末は、旧三井住友銀行の計数を表示しております。

（補足）
「連結自己資本比率（国際統一基準）」における「基本的項目」の中の「うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券」及び、「単体自己資本
比率（国際統一基準）」における「基本的項目」の中の「その他」に含まれております優先出資証券につきましては、106ページに掲載して
おります。


